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施策 6201
妥当性 妥当 コスト削減の余地 有 受益者負担 適正

上位貢献度 有効 類似事業の有無 無 成果向上の余地 有
空き店舗への新規出店者対象
空き店舗対策の推進、商工団体との連携強化、商店街の活性化支援等を図る。施

策
が
目
指
す
姿

空き店舗への新規出店数 現状値 0店舗 Ｈ29年度目標値 10店舗成
果
指
標

平成25年度
0.00
2.00

57,058
56,087

平成26年度
4.00
6.00

62,961
62,986

平成27年度
6.00
11.00

69,993
198,701

平成28年度
8.00
15.00

81,791
78,487

平成29年度
10.00
21.00

94,997
92,390

上位施策の達成には、中小企業者を対象とした各種融資制度や商業振興事業による当施策
は貢献度が高い。貢献度

成果指標として設定している空き店舗への新規出店数は、２１件（単年度６件）となり、
目標数値を上回った。達成状況

空き店舗対策として、改装費用等の一部補助制度があるが、対象区域等の再考により、効
果的な活用を図る必要がある。課題

空き店舗対策は、商工団体との連携による周知、活用を図るとともに、対象区域等を再考
する。また、中小企業振興ビジョンに基づき、商業振興施策の拡充を図る。取組方針

本施策の成果指標である空き店舗への新規出店数の実績にもあるように、市内中心部おい
て新たな店舗がオープンする傾向が見受けられるようになり、これまでの取組みの成果と
して大いに評価できる。
しかし、既存事業者への支援はまだまだ十分とは言えず、後継者不足に対する業種転換や
第二次創業などへの取組みを期待したい。
また、新たな取組みとして、異業種や市内に起業する若者たちとの連携を図り、ビジネス
プランの共有や、SNS・動画等によるＰＲ強化や情報発信などの検討にも取組まれたい。
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300902
事業ｺｰﾄﾞ 名 称 ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(千円) 達成度

買い物代行サービス委託費 1,750

平成29年度

100
306202 産業振興補助事業費（大平）

25100000

11,575 100
306203

産業振興部 商工振興課

産業振興補助事業費（藤岡） 6,300 100

商業の振興

306204 産業振興補助事業費（都賀） 8,800 100
306205 産業振興補助事業費（西方） 5,616 100
306206 産業振興補助事業費（岩舟） 9,725 100
722701 プレミアム商品券事業補助金 21,500 100
744701 中小企業振興事業費 3,444 100
756101 ビジネスプランコンテスト事業費 5,323 100
306201 産業振興補助事業費（栃木）

単位施策評価表 所属

10,121 95

成果指標１
[ ]
成果指標２
[ ]

成果指標３
[ ]

成果指標４
[ ]
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産業振興部 商工振興課

6201施策

平成29年度 25100000

事業ｺｰﾄﾞ 名 称
商業の振興

756001
ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(千円)

チャレンジショップ事業費
達成度

1,500 10
300101 商工振興課一般経常事務費 3,418 1
300102 大平産業振興課一般経常事務費 2,864 1
300103 産業振興課一般経常事務費（藤岡） 75 1
300104 都賀産業振興課一般経常事務費 300 1
757201 創業支援中村由美子基金積立金 79 1
771601 栃木市中小企業総合支援センター運営事業費 0



施策

妥当性 妥当
商業の振興は地域経済を支え、雇用を創出するなど重要
な役割を担っている。

コスト削減の余地 有
各団体への補助金については事業内容、団体の実情等を
精査することによる削減の余地はある。

受益者負担 適正 事業者の主体的な取組を支援するものであり適正である。

上位貢献度 有効
商業の振興は上位施策である商工業の振興の片輪を
担っており貢献度は高い。

類似事業の有無 無

成果向上の余地 有
空き店舗の利活用、創業、事業承継などの支援メニューの更新やター
ゲットの選択等の他、多種多様な施策が考えられるため成果向上の余
地はある。

貢献度

達成状況

課題

取組方針

貢献度

達成状況

課題

取組方針

平成２９年度　単位　施策評価表　補表

6201　　商業の振興

内部評価
【前期5年分】

区分

本市においては、事業者の９９％が中小企業者であり、地域経済を支え、雇
用を創出するなど重要な役割を果たしており、中小企業者の事業の継続、発
展は本市産業の発展に欠かせないものである。よって特に中小企業者を中
心とした各種商業振興事業による当施策は貢献度が高いと言える。

成果指標として設定している空き店舗への新規出店数は、情報収集や相談
業務の実施、商工団体との連携等により、当初目標数値を上回る２１件で
あった。当件数については、空き店舗補助金を活用した件数のみを数えてい
るため、実際にはこの数字を上回る新規店舗数がある。

空き店舗を活用した市街地活性化やビジネスプランコンテスト等による新規
創業への支援を行い、一定の効果が上がっていると思うが、創業者へのフォ
ローアップの必要性を感じている。農商工連携、異業種交流や販路の拡大等
への取組の他、今日的な課題として、事業承継、人材確保・育成についての
支援への取組が必要である。

本市は、平成２９年度に中小企業の振興に関する基本理念や市の責務を定
めた「栃木市中小企業の振興に関する条例」及び、施策の基本的な方針等
を明らかにした「栃木市中小企業振興ビジョン」を策定した。今後は、ビジョン
に基づき様々な施策を積極的かつ計画的に推進し、中小企業の振興に努め
ていく。

内部評価
【H29年度分】

上位施策の達成には、中小企業者を対象とした設備、運転、創業資
金等の各種融資制度や空き店舗活用補助金、ビジネスプランコンテ
ストの開催等の商業振興事業による当施策は貢献度が高い。

成果指標として設定している空き店舗への新規出店数は、２１件（単
年度６件）となり、目標数値を上回った。また、ビジネスプランコンテス
トを初めて開催し、創業支援策の拡充を図った。

空き店舗対策として、改装費用等の一部補助制度があるが、対象区
域の拡充や補助率、上限額の見直し等、制度内容の再考により、効
果的な活用を図る必要がある。

空き店舗対策は、商工団体との連携による周知、活用を図るとともに、対象
区域等を再考する。また、「中小企業・小規模企業振興ビジョン」で定めた基
本方針に基づき、実現に向けた具体的な商業振興施策の拡充を推進してい
く。


